
　（１）　軽油の引取数量の状況
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（注） １. 「欠減量」 とは、軽油の引取りの際に物理的に霧散してしまうとされる軽油の数量をいう　（法144の14③）。
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１６　　軽油引取税の課税状況

れた軽油から控除された数量の合計数量をいう。
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　（２）　課税対象とならない軽油の状況
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